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【背景】  
 人事・人材戦略の合理性は何によって決定され

るのか？－これが本研究のテーマである。今日多

様な人事・人材戦略のあり方が指摘されている

（例えば平野 2006, Marsden1999）。従来戦略的
人的資源管理論における議論の多くは戦略との

適合性にその合理性を求めた（Delery & Doty 
1996, Ferris et. al. 1999）。これらの先行研究
を基に人事・人材戦略の合理性の所在は合理性の

対象（内部要因－外部要因）と情報処理と課題解

決の在り方（パターン対応－個別対応）の 2軸に
よる４つに分類できるだろう。内部要因とは例え

ば戦略や企業が有する資産など企業内部にある

ものであり、外部要因とは業界構造や環境変化な

どといった企業外部に存在するものである。また

情報処理と課題解決のあり方においてパターン

対応とは、情報処理や課題解決において個別具体

的な状況とは関係ない一定のパターンを適用し

ていくものであり、個別対応とは個別の情報や課

題、もしくはその時々の状況に都度最適と考えら

れる活動を選択していくものである。 
 この人事・人材戦略の合理性の 4つの可能性の
中でどれが最も説明力のあるものかを明らかに

することが人的資源管理研究の一つの課題と考

える。そこで本研究は内部要因－パターン対応に

属する価値創造のパターン（事業戦略パターン）

と企業活動のパターン（ビジネスシステムパター

ン）を取り上げ、先の課題に資するデータを提供

することを企図したものである。 
 
■研究１：事業戦略パターン  
 事業戦略パターンとしては内田（2008）の戦
略合理・資産合理を取り上げる。これは企業を投

入－変換－産出のオープンシステムとみなし、投

入と産出（調達市場と販売市場）の選択による価

格差創出による価値創造のパターンを選択して

いる企業を戦略合理とし、変換における独自ノウ

ハウの構築による売り手との価格交渉力による

利益創出を行う企業を資産合理とするものであ

る。これらと各個別人事・人材戦略（採用・処遇・

異動）およびその全体との関係を明らかにする。 
 
【方法】  
 本研究で使うデータは株式会社リクルートマ

ネジメントソリューションズの顧客リストにお

ける上場企業および 1000人を超える大企業を対
象として本年 3月に質問票を送付して、得られた
102社の回答である。 
 事業戦略パターン（戦略合理・資産合理）の分

類のために尺度が作られた。戦略合理は「原材料

を安いところから調達し、高く売れるところで販

売する」など 5項目（α=.67）で資産合理は「他
社と異なる製品・サービスを産む企業独自の組織

能力や技術を開発すること」など 5項目（α=.75）
である。戦略合理得点および資産合理得点をＺ得

点に変換し、資産合理のＺ得点から戦略合理のＺ

得点を減じた値が負となる企業を戦略合理に、正

となった企業を資産合理に分類した。（資産合理

44社、戦略合理 54社）  
 採用については採用ポリシーに関する項目を

因子分析し、信頼性係数などを鑑みながら「即戦

力となる人材を確保できるため」など 4項目から
なる即戦力調達（α=.77）および「教育投資して
も回収できる人材を確保できるため」など 5項目
からなる企業特殊人材育成（α=.72）の 2つが作
られた。処遇ポリシーに関しても同様の方法で行
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い、2尺度が作られた。それらは「労働市場から
職務の難易度と報酬の関係に対し、納得が得られ

ることが優秀な人材の調達上極めて重要と考え

ているため」など 6項目からなる優秀人材登用
（α=.68）と「終身雇用なしには企業の競争力を
維持・強化することは困難と考えているから」な

ど 6項目からなる特殊能力開発推進（α=.62）で
ある。異動ポリシーも同様の手続きで尺度化を行

い、「確実に生産性が高まる場合に異動を行うこ

とを方針としている」など 4項目からなる生産性
向上（α=.65）、「一定時期までは一つの職掌内で
の異動により専門性を高め、その後は他職掌を経

験させて経営人材を育成していくことを基本方

針としている」など 3項目からなる知的熟練ハイ
ブリッド（α=.63）、「一定期間で異動させること
で、常に緊張感を持って仕事をしてもらう」など

4項目からなる複数職掌経験（α=.74）の３つが
作られた。 
 またコントロール変数として業界の競争状況

と企業特性を用意した。業界の競争状況としては

Lepak & Snell（2002）を参考に、業界豊潤性
（munificence）と業界多様性(dynamics)を、企
業特性としては規模を用いることとした。しかし

分析は主に共分散分析を用いたのだが、平行性の

検定結果から業界豊潤性が用いられず、一部業界

多様性も用いられない場合もあった。 
 具体的には共分散分析により上記のコントロ

ール変数（共変量）の効果を除去しながら、固有

変数として戦略類型（戦略合理、資産合理）を、

従属変数として採用、処遇、異動のポリシーの各

下位次元を用いた。 
【結果】  
 採用ポリシーにおける企業特殊人材育成およ

び処遇ポリシーにおける特殊能力開発において

戦略類型の主効果が確認された（採用ポリシー＿

企業特殊人材育成；F=4.95, p<.05, 処遇ポリシ
ー＿特殊能力開発；F=10.17, p<.01）。しかも修
正済平均値、すなわち共変量（コントロール変数）

の効果を除いた平均値において共に事業戦略パ

ターンにおいて資産合理の企業群の方が戦略合

理の企業群より高いものであった（採用ポリシー

＿企業特殊人材育成；18.83〈戦略合理〉，20.09
〈資産合理〉、処遇ポリシー＿特殊能力開発；

21.00〈戦略合理〉，22.91〈資産合理〉）。次いで
各人事ポリシー毎に多変量共分散分析を行い、事

業戦略パターンが各人事ポリシー全体に影響を

与えているか否かを検証した。結果は処遇ポリシ

ーにおいて有意であることが確認され（F=5.45, 
p<.01）、また採用ポリシーにおいてもその傾向が
うかがえた（F=2.37, p<.10）。 

人事ポリシー 次元 戦略類型 調整済平均値 Ｆ値 危険率 共変量

採用 即戦力人材調達 戦略合理 8.45 0.54 規模、業界多様性

資産合理 8.98

企業特殊人材育成 戦略合理 18.83 4.95 ＊ 規模、業界多様性

資産合理 20.09

処遇 優秀人材登用 戦略合理 19.84 2.49 規模

資産合理 18.70

特殊能力開発 戦略合理 21.00 10.17 ＊＊ 規模、業界多様性

資産合理 22.91

異動 生産性 戦略合理 8.54 0.14 規模、業界多様性

資産合理 8.73

知的熟練ハイブリッド 戦略合理 6.39 0.22 規模、業界多様性

資産合理 6.57

複数職掌経験 戦略合理 13.54 0.15 規模、業界多様性

資産合理 13.30

表1．戦略類型の採用・処遇・異動に対する効果（共分散分析）

*：p<.05，**：p<.01
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 【考察】  

 以上の結果から次の 3点が示唆されるだろう。 
 第 1点は価値創出の基本的パターンとしての
事業戦略パターン、すなわち戦略合理か資産合理

かということにおいて採用や処遇のポリシーに

影響を与えるということである。これは数年単位

の具体的な戦略を超えた価値創出の基本的パタ

ーンに対して人事制度は構築されていく可能性

を認識させる。これにより日本型経営の特徴の一

つといわれる終身雇用制など個別戦略期間を超

える人事制度の経済的な合理性の説明を付与出

来るかもしれない。 
 第 2点は価値創出の基本的パターンとしての
事業戦略パターンの違い（戦略合理、資産合理）

が最も強く影響を与えるのは企業特殊人材を育

成することへの態度であるということだ。採用ポ

リシーおよび処遇ポリシー共に企業特殊な人材

開発を目的とする内容の次元に対して 2つの事
業戦略パターン間で大きな差が生じていた。これ

は企業特殊人材の開発により企業特殊技術・製

品・サービス等の開発がなされ、それにより顧客

との間で価格交渉力を有することにより価値創

造を行う資産合理の経営が日本において存在す

ること示唆するものである。また人事制度の類型

としては Aoki（1988）の情報処理のあり方とイ
ンセンティブシステムによりＡ型 J型分類に基
礎を置く平野（2006）やMarsden（1999）の雇
用取引の未決定部分を補うルールの違いなどが

あるが、本研究では新たに価値創出の基本的パタ

ーンの違いが異なる人事制度の類型を形成する、

という新たな視座を提供するものである。 
 また第 3点は、企業が環境変化への適応体であ
ることを否定するものではないが、今回の結果は

環境適応のために企業自身が選択している価値

創出のあり方に基づき企業内の人事制度が構築

されていると考えられることから、環境変化と企

業変革の間に媒介変数として価値創出のあり方

が存在する可能性を示すものであろう。 
 

■研究 2 ：ビジネスシステム・パターン  
 
【背景】  
研究 2では，Charles B, Stabell and Oystein D. 
Fjeldstad（1998）が提唱した，バリューチェー
ン，バリューショップ，バリューネットワークの

ビジネスシステム・パターンと各々の人事・組織

戦略との関連性を明らかにすることを目的とし

た。（戦略類型の概略については表 2を参照。） 
 
【方法】  
 企業を分類するための尺度開発を行い、研究１

と同一母集団（N=102）を 7項目への質問項目
への回答結果を基に３群に分類した。 
 まず、採択された項目の合計点を元に得点を標

準化し、3種のうち最も標準得点が高かったグル
ープに分類した。その際、バリューネットワーク

得点、あるいはバリューショップ得点が 55以上
だった企業は優先的にそのグループに分類し、残

りをバリューチェーンに分類するという方法を

採った。結果、バリューチェーン型に分類された

企業は、製造業、小売業など 53社であった。バ
リューショップ型に分類された企業は、シンクタ

ンク、銀行、コンサルティング、システム開発な

ど 19社であった。バリューネットワーク型に分
類された企業は 27社であり、商社、ITなどに加
え製造小売業などの上記以外の企業群が多いこ

とが特徴である。戦略分類に用いた各尺度の信頼

性は順に（.49，.63，.56）であった。 
 
【結果】  
 調査項目のうち、3類型間での違いが大きくみ
られた「採用方法とその理由」「人事開発施策で

強化している階層」「人事異動の考え方」「次世代

経営幹部層の特徴」について、結果を以下に記す。 
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表2．企業戦略の3類型 (Charles B, et al. 1998)

バリューチェーン型 バリューショップ型 バリューネットワーク型

内容 「製品」に価値を転化 顧客の問題解決 顧客が集うプラットフォー
ムを創造・維持／革新

中核的価値 長期価値連鎖 徹底・集中 仲介

・インバウンド＆アウトバ
ウンドデザイン

・問題発見／問題解決 ・ネットワークプロモーショ
ン＆提携戦略

・オペレーション ・選択 ・サービス提供

・マーケティング ・実行 ・仕組みオペレーション

・保守・サプライ供給 ・評価
拡張性（拡大） 順次的 循環性／スパイラル 共起性／並行性

・内部蓄積 ・内部蓄積 ・内部蓄積

・順次的 ・順次的 ・順次的

・相互交換的

・規模 ・規模

・設備稼働率 ・設備稼働率

バリュードライバー ・評判

Configuring value for competitive advantage: on chains,shops,and networks (Charles B, et al. 1998)より引用の上一部変更

中核的活動

活動の相互依存性

コストドライバー

 
・採用方法とその理由  
 バリューチェーン型、バリューショップ型は

「新卒重視」と回答した企業が各々91％、84％
であったのに対し、バリューネットワーク型は

63％と少なかった。バリューチェーン型、バリ
ューショップ型は「新卒・中途重視」との回答が

各々9％、16％で少なかったのに対し、バリュー
ネットワーク型は 33％と多かった（χ 2 =10.34，
自由度 4，*p<.05）。 
 また、「その採用方法を用いている理由」とし

て、バリューネットワーク型はバリューチェーン

型、バリューショップ型と比較して「専門的知識

を有している人材を確保できるため（バリューシ

ョップ型平均値 1.94，バリューネットワーク型
3.04，*p<.01，ただし 1～5までの 5件法，以下
同じ）」「教育コストをかける必要がないため（バ

リューチェーン型 1.57，バリューネットワーク
型 2.15，*p<.05）」「即戦力となる人材を確保で
きるため（バリューチェーン型 1.88，バリュー
ネットワーク型 2.56，*p<.05）」「現在社内にな
いが今後必要となる知識等を有した人材を確保

できるため（バリューチェーン型 1.94，バリュ
ーショップ型 1.89，バリューネットワーク型
2.78，**p<.01）」と回答するという結果がみられ
た。 
 

・人事開発施策で強化している階層  
バリューネットワーク型において「強化してい

る」と回答した割合が最も高かったのは「課長」

であった（59％が「強化していると回答）。一方、
バリューショップ型は「中堅」、バリューチェー

ンは「課長（次世代経営幹部候補）」において「強

化している」と回答した割合が最も高かった

（各々58％，51％）。 
 
・人事異動の考え方  
 バリューネットワーク型は、バリューチェーン

型と比べて「ある職務へ内部の人材を異動させる

場合は、そのコストが外部から人材を調達（中途

採用・外注化・派遣活用など）するものよりも低

い場合に限っている」（バリューチェーン型平均

値 1.47，バリューネットワーク型 1.89，p<.05）
と回答しており、「ある職務へ内部人材を異動さ

せるか否かはコスト計算を行い、異動させない場

合と比較して経済的に合理的な場合に限ってい

る」と回答するという結果がみられた（バリュー

チェーン型 1.42，バリューネットワーク型 1.85，
*p<.05）。 
 
・次世代経営幹部候補の特徴  
 バリューネットワーク型はバリューチェーン

型に対して、「競合他社とは異なる技術・ノウハ
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ウの開発や活用に関わることで身につく技術・知

識」と回答するという結果がみられた（バリュー

チェーン型 3.21，バリューネットワーク型 3.86，
*p<.05）。また、バリューショップ型はバリュー
チェーン型と比べて「他部署のキーマンとのネッ

トワーク」と回答するという結果がみられた（バ

リューショップ型 4.38，バリューチェーン型
3.73， *p<.05）。 
 
【考察】  
 バリューネットワーク型は他の 2者と比較し
て異なる特徴がみられた。具体的には、教育施策

においてバリューネットワーク型は、職場を統率

する能力を有するマネージャーの確保が急がれ

ていると同時に、競合他社と異なるノウハウ、専

門性を身につけている次世代経営幹部候補を求

めていることが窺えた。これは、リーダーシップ

発揮と専門性の保持・最新化が同時に求められる

マネジメント状況が存在するのではないかと考

えられ、管理職と専門職といった人事労務管理上

の従来型の区分（リクルートマネジメントソリュ

ーションズ，2009）に一石を投じるものと言え
よう。 
 また、異動に関する考え方については、バリュ

ーネットワーク型が他の 2者よりも、経済的合理
性をより考慮しているという結果がみられた。こ

れは、平野（2006）の「マネジメント人材は幅
広いジョブローテーションを」という指摘や、平

野・内田・鈴木（2008）による、熟練したスキ
ルによる効率性のみ重視せず、それ以前の経験と

関連性の低い役割を与えることにより価値創造

を生むべきであるという指摘、長期的に成長し続

ける企業には一定部署で経験を積むよりも適切

なタイミングでの人事異動が重要であるとの指

摘（リクルートマネジメントソリューションズ，

2010）とは多少趣の異なる傾向であるといえよ
う。この点については、さらなる検討が必要であ

ると言える。 
 前述したように、バリューネットワーク型は、

他の 2類型と比較して新卒採用と中途採用の双

方を行う、リーダー・マネジャーにリーダーシッ

プと同時に専門性を求める、異動・配置時に経済

合理性を慎重に吟味するなどの特徴を有する。そ

の背景には、施策・制度上で単一の方法を採るの

ではなく、複数の方法を組み合わせて用いる可能

性を持たせることによって個別施策の最適化の

実現を目指している姿勢があると言えないだろ

うか。ただし、本論点については、更なる研究の

蓄積が待たれよう。 
 
【全体考察】  
 2つの研究は共に価値創造パターンとしての
事業戦略パターンおよびビジネスシステム・パタ

ーンを取り上げ、その人事制度への効果を検証し

たものである。今回の戦略合理・資産合理という

事業戦略パターンは価値創出のロジックが明確

にされているものである。また Charles B, et al. 
(1998)の 3類型はビジネス・システムにおける経
済性を生み出す箇所とメカニズムの違いにより

提案されたものである。共に明確な経済合理性を

説明するものである。冒頭に述べた人事制度の合

理性が内部要因－外部要因、およびパターン対応

－個別対応の 2軸において企業の内部要因－パ
ターン対応のあり方に求められることが示唆さ

れたのだが、その理由として内部要因－パターン

対応に一定の経済合理性が存在すると考えられ

る。 
 
【今後の課題】  
 研究 1においては事業戦略パターンの個別人
事ポリシーへの影響を見てきた。今後は具体的な

個別人事制度内容への影響の有無、また人事制度

全体への影響などを検討する必要がある。 
 研究 2では，Charles B, et al. (1998)が用いた
3類型の日本企業への適用について、一定の成果
がみられたと言える。ただし、分析に用いた尺度

については、信頼性向上に向け更なる取り組みが

求められると言えよう。 
 また全体の課題としては、ここに報告した 2
つの研究は全て人事制度の合理性の根拠となる
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もののうち内部要因－パターン対応に属するも

のの 2つを取り上げたにすぎない。外部要因－個
別対応など他のものの検討も当然必要である。 
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